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（別紙１） 

 

農薬取締法施行規則の一部を改正する省令案についての意見・情報の募集に寄

せられた意見・情報及びそれに対する考え方 

御意見 御意見に対する考え方 

・農薬取締法施行規則の一部を改正する省

令案の制定文において、農薬取締法第十六条

第四号、同法第二十九条第四項について、そ

れぞれの規定中省令委任規定が存在しない

ため、根拠として示すのは不適切ではない

か。仮に委任元の規定があるのであればそち

らを示すべきであり、また、例えば、これら

関して必要な改正を行っているというだけ

であれば後述の「同法を実施するため」で制

定根拠としては十分に思われる。 

・農薬取締法施行規則の一部を改正する省

令案の制定文において、「農薬取締法（昭和

二十三年法律第八十二号）第三条第二項・・・

（これらの規定を同法第三十四条第六項に

おいて準用する場合を含む。）」と根拠を示

しているが、同法第三十四条第六項において

準用された状態の同法第三条第二項の委任

によって独自に省令に規定している条を改

正する場合（その場合、通常、省令の規定に

おいて「・・・において準用する法第〇条第

〇項の・・・」と示される。）には摘示する

必要があるが、単に同法第三条第二項から委

任を受けて改正が行われた規定を同法第三

十四条第六項で準用する場合には摘示が不

要であるところ、具体的に今回の改正のどの

部分が同法第三十四条第六項により準用し

た上で省令委任がされた改正なのか示され

たい。もしそのような規定が無いのであれば

不要であるため根拠規定から削除されたい。 

・農薬取締法施行規則の一部を改正する省

今般の農薬取締法施行規則（昭和

26年農林省令第21号。以下「規則」

という。)の改正対象の規定にお

いて、法律から省令に委任されて

いる事項はないことから、御指摘

を踏まえ、以下のとおり制定文を

修正することとします。 

 

「農薬取締法（昭和23年法律第82

号）を実施するため、農薬取締法

施行規則の一部を改正する省令

を次のように定める。」 

 

また、「大臣名のインデントが１

字低いのではないか」との御指摘

につきましては、農林水産省で

は、大臣名について、通常インデ

ント１字空けとして案を作成し

ています。 なお、官報掲載時には

必要に応じて体裁の調整等があ

ります。 
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令案の制定文において、「・・・において準

用する『法』第二十九条第四項の規定に基づ

き、・・・」と規定しているが、「法」を定

義していないため、『同法』とすべきではな

いか。 

・大臣名のインデントが１字低いのではな

いか。（下を２字空きとするのが通例。） 

※受付番号550004299で提出した意見につい

て「施行規則第五十五条第二項第一号につい

て、ご指摘の「・・・に関する事項」と「財

務大臣、」の間にはスペースが入っており、

適切に記載されています。」との回答がされ

ていたが、公布された官報ではスペースが存

在していなかった（１字空きが傍線の上下の

どちらに入るのか公布されたものでは定か

ではないため、官報正誤により修正すべきで

ある。）。担当者がそもそも何が適切なのか

がわからないのか、単なる確認不足なのかは

定かではないが、本件含め確信が持てるまで

整理を確認いただくとともに複層的なチェ

ックも入念的に実施されたい。 

 

農薬の総使用回数の考え方について、ほ場全

体からほ場内の散布した場所ごとにカウン

トすることができるようになるとのことで

すが、ドローン散布等のデジタル管理さてい

る場合に限定されるのでしょうか。 

限定しない場合、重複散布による薬害の発生

や残留リスクが高くなると想定されます。こ

のようなリスクについて対策等があれば教

えてください。 

 

ほ場内の病徴等が確認された農

作物等に限定した散布・管理が技

術的に可能であれば、ほ場内の散

布した農作物等ごとに使用回数

をカウント可能であることにつ

いては、デジタル管理に限定され

ません。 

なお、農薬取締法（昭和23年法律

第82号）第25条第１項に基づく農

薬を使用する者が遵守すべき基

準を定める省令（平成15年農林水

産省・環境省令第５号）第２条第

１項第５号イ及びロにおいて、規
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則第14条第２項第５号に規定す

る含有する有効成分の種類ごと

の総使用回数を超えて農薬を使

用しないこととされております

ので、十分に留意する必要があり

ます。 

 

意見公募要領の意見公募の趣旨・目的・背景

には、「・・「適用農作物等の種類ごと」に

「含有する有効成分の種類ごとの総使用回

数」を記載することと規定しており、当該総

使用回数について、何を対象として散布する

ことができる回数なのかは明確化されてい

ないところ。 ドローンをはじめとする無人

航空機等を利活用した農薬散布が普及しつ

つある中、従来、当該散布方法では、ほ場全

面への散布行っていたところ、近年、ほ場全

面ではなく病徴等が確認されたほ場の一部

分に限定した散布が行われるようになって

いることを踏まえ、ほ場ごとではなくほ場内

の散布した場所ごとに使用回数をカウント

可能であることの明確化を求める国家戦略

特区制度に係る自治体からの提案を受けた

関連規定の改正及びその他の所要の改正を

行うもの」とあり、省令案の改正後欄は「当

該農作物等に」が追加されています。「ほ場

内の散布した場所ごと」というのは、省令案

では「農作物ごと」と規定されているという

認識でよろしいでしょうか。また、省令案の

農作物等の「等」は何を指すか教えてくださ

い。 

 

御理解のとおり、「農作物等ごと」

にカウント可能であることを明

確化するものです。 

なお、「農作物等」については、

樹木、農林産物が含まれます。 
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意見公募要領の趣旨・目的・背景は改正の背

景等がとても分かりやすく記載されている

と思います。ここに記載された改正内容に対

応するように省令案が作成されていると思

いますが、一見するとよく分かりませんでし

た。省令案改正後は、改正の背景及び改正内

容を記した通知を発出する予定はあるでし

ょうか。 

 

解釈通知を発出し、農林水産省

Webサイトにも掲載しました。 

 

※寄せられた御意見をそのまま掲載しています。 


